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自治体における休職者の状況・背景

《沖縄県の教育職員の精神疾患による休職者》（「公立学校教職員の人事行政状況調査」から）
○現状
・令和５年度：268人（在職者比率1.69％） 令和４年度：229人（在職者比率1.45％）
・教員のメンタルヘルス対策に関する県民の関心も高い。
○傾向
・近年増加傾向（令和２年度188人、令和３年度199人、令和４年度229人、令和５年度268人）
・校種別人数 市町村立学校の人数が多い
令和５年度 小学校125人 中学校66人 高等学校52人 特別支援学校25人
令和４年度 小学校  94人 中学校62人 高等学校49人 特別支援学校24人

《課題》

○令和５年度の取組により必要性が確認できたこと

・相談体制の整備と相談の重要性に関する理解啓発

・専門的知見を持つ第三者が関与する仕組みの検討

・メンタルヘルス不調の要因について、管理職と一般の教員の間での認識の共有

・鍋蓋型組織である学校組織の特性を踏まえたメンタルヘルス対策の検討

・若年層からの適切なセルフケア

・ICTや専門的人材の活用

・業務改善や働き方改革の推進

 ○令和５年度調査研究事業の実施を通じて得られた気づき

・学校や教員個人への周知、浸透

・教職員全体のメンタルヘルスに対する理解啓発

・教育委員会事務局における専門職の配置とその知見を活かした取組の実施

《仮説》

・２つの柱と「学校における働き方改革」の取組の充実・相乗効果により持続可能

で有効なモデル創出ができる。

Ⅰ 学校外資源による支援体制の整備（ ICTによる専門的人材の活用・相談

窓口設置など）

Ⅱ．校内衛生委員会等を核とした学校内における労働安全衛生管理の活性化

再委託により、那覇市の小、中学校の教育職員を対象としてモデル事業を実施し、

・令和５年度調査研究事業における取組を継続し改善を図る。

・新たに校内衛生委員会等を核とした各学校内の労働安全衛生管理の活性化を図る取組を実施する。

⇒これらの取組を通じ、メンタルヘルスに関する教職員の理解啓発を図り、前年度から継続する取組と新た

な取組の相乗効果により、各取組の実績増に繋げ、持続可能で有効な好事例のモデルの創出を目指す。

１ 一次予防、二次予防に関する取組

■ICTを活用した産業医、保健師等による相談体制の整備

■ICT・専門的人材を活用したセルフケア研修・ラインケア研修の実施

■ストレスチェック結果の活用

２ 三次予防に関する取組

■ICT、専門的人材を活用した復職の支援

３ 調査、分析

■前年度の調査・分析結果や令和６年度のメンタルヘルス相談内容及びストレスチェック結果等を活用

４ 校内衛生委員会等を核とした労働安全衛生管理の活性化及び教育委員会事務局の専門的人材の活用

■那覇市教育委員会事務局に担当保健師を１名配置

■各学校における、労働安全衛生管理体制整備・実情に応じた衛生委員会等の活動を支援

５ 学校における働き方改革と一体となった取組

■働き方改革の推進計画において、「働きやすさ」「働きがい」に加え「心身の健康」も十分に実感できる環境整

備を計画の目標として設定

■「心身の健康」に２つの視点とその成果指標を設定し、毎年度検証を行う

６ 調査研究事業と関連した取組

■教職員担当の保健師、看護師を配置している市教育委員会との意見交換

令和６年度 公立学校教員のメンタルヘルス対策調査研究事業 事業成果報告書

令和６年度の取組計画課題と仮説
（令和５年度の取組の成果を踏まえつつ記載）

事業実施者：沖縄県教育委員会
※以下、公立学校教員のメンタルヘルス対策調査研究事業は「調査研究事業」とする。
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令和６年度の取組事項と成果 ー１次予防についてー

令和６年度の取組内容 取組による成果

取組に当たって直面した課題、工夫した点

《ICT・専門的人材を活用した取組》
■産業医、保健師等による相談体制の整備

○概要
那覇市立学校の教員が産業保健の専門家（医師、保健師、
公認心理師）にオンラインやメールで相談が出来る相談窓口「メン
タルクラウド」のサイトを令和６年７月16日に開設。
○取組実績
相談件数９件（令和７年１月31日時点）R5：１件

▲課題
・活用実績が少ない。
◎工夫した点
・管理職および養護教諭を含む全教員に対し、
①管理職向けには校長会・教頭会にて那覇市教育委員会教育長から周知。
②紙媒体やICT活用により周知。
・紙媒体：メンタルヘルスカード、学校職員向けの保健だより、健康づくり情報のリーフレットを配付
・ICT活用：各職員のPCから閲覧できるポータルサイト、公式LINEアカウントを活用
③産業医面談等の機会を活用し、個別に案内。
④学校訪問により直接周知。
など、学校現場への浸透を図った。
・令和６年11月から公式LINEアカウントを設置し、
①特に若年層に対し相談窓口を身近に感じてもらうようにした。
②どんな相談をしてよいかわからない教員のため、個人が特定できない形で相談事例を配信した。

○依然として件数は少ないものの、令和５年度と比
較すると件数が増加し、11月以降は毎月相談があ
る。
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令和６年度の取組事項と成果 ー１次予防についてー

令和６年度の取組内容 取組による成果

取組に当たって直面した課題、工夫した点

《ICT・専門的人材を活用した取組》
■セルフケア研修・ラインケア研修の実施
①セルフケア研修
○概要
全教員向け、1回15分程度のメンタルヘルスケアに関する研修動画を令
和６年７月から毎月配信。（全９回配信）
○取組実績
・平均視聴数137.3件（令和５年度77.6件）
・平均視聴率9.81％（令和５年度5.54％）
②ラインケア研修
○概要
那覇市立学校の管理職を対象とした１回60分程度のオンライン研修を
２回開催。
○取組実績
・第１回：令和６年９月18日開催 接続回線数85回線
・第２回：令和６年12月19日開催 接続回線数73回線
■ストレスチェック結果の活用
○ストレスチェック実施結果：受検者数1,549 人（受検率79.3％）

○セルフケア研修

・令和6年度の平均視聴数は令和5年度と比較すると59.7件上昇しており、学校現

場へ浸透しつつある。

・研修後のアンケートについて、各配信動画ごとの「非常によかった」、「よかった」と回答

した割合の平均は95.4％であった。

○ラインケア研修

・研修実施後のアンケートについて、「非常によかった」、「よかった」と回答した割合の

平均は94.4％であった。

・研修参加者からは、現場で感じている事例が取り上げられておりその対応などが参

考になった、どこに着目すれば良いのか具体的であった、皆さん同じように悩んでいる

ことがわかり少し気持ちが楽になった、との感想が寄せられるなど好評であった。

○ストレスチェック

・受検率が令和５年度64.0％（1,251人）、令和４年度25.4％（497人）か

ら大きく上昇した。

・集団分析により、高ストレス者に特徴的なストレス要因を把握することができた。今

後、集団分析結果を各校に配付し、衛生委員会等の場で話し合ってもらうなど、ス

トレスチェック結果を活用したメンタルヘルス対策の土台づくりを行うことができた。

セルフケア研修について

▲課題：教員全体からすると視聴件数が少ない。

◎工夫した点：研修効果が高まるよう保健師など専門職の視点から研修内容を企画し、相談窓口と同様の周知を行った。

ラインケア研修について

◎工夫した点：個々の管理職の悩み等にきめ細かく寄り添った内容とするよう、第2回研修では、参加を申込んだ管理職へ事前に実施したアンケートに対し講師

の産業医が一問一答の解説を行う形式とした。

ストレスチェックについて

◎工夫した点：令和４年度までは希望する職員のみを受検の対象としていたが、Ｒ５から全教員を受検対象とするよう予算を確保した。
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令和６年度の取組事項と成果 ー３次予防についてー

令和６年度の取組内容
取組による成果

取組に当たって直面した課題、工夫した点

《ICT・専門的人材を活用した取組》
保健師等による復職支援
○概要

ICT を活用したリワークプログラムを導入し、産業医、保健
師等による休職中、復職前面談や復職後のフォローアップを
行う。

○対象
令和６年10月時点の病気休暇取得者、病気休職者の
うち、本人から利用について同意があった教員

○実施方法
・那覇市教育委員会の保健師が、復職支援の実施について
学校及び休職者本人と調整。
・休職者本人に対し、再々委託先の民間企業の保健師等
が月１回程度オンライン等で面談し、心身の状態の確認を
行う。
・面談結果等を学校、那覇市教育委員会と共有。
・再々委託先の保健師が、面談結果を踏まえた対応等を管
理職にフィードバックする。

○令和６年度の支援対象者は19名で、令和５年度の復職支援
実績３名から16名増加した。

○支援を受けた休職者本人からの感想（抜粋）
・自分の気持ちを受容されることで安心感を得、孤独感が減少した。
・休職要因に対して一人では気づくことが出来なかったことを気づくこと
が出来た。

○令和７年度以降に那覇市から他の市に異動し復職する者につい
て、調査研究事業と関連する取組として実施している保健師等配
置市教育委員会との意見交換による繋がりを活かし、本人の同意
を得た上で、当該復職者の休職中の状況などを異動先の市の保
健師に引継ぐこと等のやりとりが容易になると考えられる。

◎工夫した点
・再委託先（那覇市教育委員会）に配置された保健師が中心となり、再々委託先の保健師等及び学校と連携することで、円滑かつ専門
的な支援となるよう工夫した。
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令和６年度の取組事項と成果 ーその他の取組についてー

令和６年度の取組内容 取組による成果

取組に当たって直面した課題、工夫した点

調査、分析
■メンタルヘルス対策等への意識変容に関する調査

○目的
調査研究事業の取組の浸透、メンタルヘルス対策等の意識変容の状
況を把握する。

○調査実施期間
令和7年1月31日（金）～2月14日（金）
○調査対象
・那覇市立小中学校の教員（一般教員向け、管理職向けの２種類の
調査を実施）

○調査手法
・回答、集計ツール：Google Forms
○アンケート内容
・一般教員向け：メンタルヘルス対策事業の認知と意識変化

の有無、メンタルヘルス対策事業に望むこと 等
・管理職向け：上記設問＋労働安全管理体制の認知と変化 等
○回答数、回答率
・一般教員：676件/1,513名（回答率 約44.7％）
・管理職：61件/108名（回答率 約56.5％）

○アンケート結果の主なもの
①調査研究事業そのものやその具体的な取組の認知度に関する質問では、
・一般教員については、約8割が調査研究事業そのものの存在は認知しているほか、
相談窓口、セルフケア研修、産業医の取組の充実、保健だより等の周知について「
知っている」との回答件数はそれぞれ200件を超えた。
・管理職については、調査研究事業の認知度は高く、具体的な取組として挙げた８
項目についても「知っている」との回答がそれぞれ６割以上あった。
②調査研究事業実施前後でメンタルヘルスに関する意識・関心が高まったかどうかを
問う質問では、
・ 「とても高まった」、「ある程度高まった」と回答した割合が、管理職では100％近く
（98.4%、60件/61件）、一般教員は７割を超えた（71.3％、482件/676
件）。

○アンケート調査により、調査研究事業における、ICTや専門的人材を活用した１次
～３次予防の取組、労働安全衛生管理の活性化の取組により、メンタルヘルスに
関する意識・関心を高められる、ということが把握できた。

○一般教員については、具体的な取組全体の認知度は低いこと、「メンタルヘルスに
関する意識・関心が高まっていない」との回答のうち、その理由として「必要性を感じて
いない」（68件）、「よくわからない・知らない」（「その他」（73件）のなかの自由
記述）と回答している者もいることから、これらの層にはメンタルヘルスの重要性の理
解啓発が必要であることが把握できた。

◎工夫した点
・教委からのメールでの回答依頼だけでなく、公式LINEを活用してアンケートの回答依頼を実施した。
・メールでの回答依頼だけでは、回答者がURLを入力したりQRコードを読み取る手間が発生するため、公式LINEを活用することで
より簡素にアンケートに回答できるよう工夫した。
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令和６年度の取組事項と成果 ーその他の取組についてー

令和６年度の取組内容 取組による成果

取組に当たって直面した課題、工夫した点

○概要
・令和６年４月から那覇市教育委員会に保健師を１名配置。
・当該保健師が有する労働安全衛生法や保健指導の知識などの専門
的知見を活かしながら、
■令和６年度始めにおける教育委員会からの通知及び学校からの衛
生管理者・推進者の報告（体制整備の徹底）、
■労働安全衛生管理の理解啓発資料の作成・配付など、各学校に
おける衛生委員会等の活動の促進、労働安全衛生管理の支援
を行った。
・また、沖縄県、那覇市教育委員会、再々委託先の民間企業が那覇
市立小中学校を訪問し、県立学校における衛生委員会等の活動事
例の情報提供等を行った。

校内衛生委員会等を核とした労働安全衛生管理の活性化
及び教育委員会事務局の専門的人材の活用

○衛生管理者及び衛生推進者選任状況
・令和６年度
衛生管理者：19名（要設置学校19校）
衛生推進者： 35名（要設置学校35校）
・令和５年度
衛生管理者：17名（要設置学校17校）
衛生推進者： 37名（要設置学校37校）

○衛生委員会の開催実績
・令和6年度開催率66.8%
・令和5年度開催率49.5％（約２月に1回開催）
※上記の状況は那覇市教育委員会によるアンケート調査で把握。ア
ンケート調査の回答では、
・衛生委員会内での検討事項から産業医等の医療機関への繋ぎ
がスムーズになった、
・個々の教員のセルフケアの向上もみられた、
との意見があった。

○学校訪問実施後、衛生委員会がそれぞれの学校の実情に合わせて
開催されるようになった。

▲課題
・産業医との調整、衛生委員会の資料の作成や時間の確保等、労働安全衛生の取組自体が養護教諭等の職員の負担になっているとの声がある。

◎工夫した点
・沖縄県、那覇市教育委員会、再々委託先民間企業の各受託者が連携し、衛生委員会活動促進等について学校訪問や情報提供を行った。
・学校訪問等に際しては、衛生委員会等の活動が養護教諭任せにならないよう、管理職にも衛生委員会や労働安全衛生管理について説明、情報共有
を行った。
・衛生委員会について、委員会のメンバーの選任や議題、会議開催時間に迷っている学校が複数あったが、議題については県立学校の事例を提供し、衛
生委員会開催時間については既存の会議の後に追加する形で実施するように助言を行った。
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令和６年度の取組事項と成果 ーその他の取組についてー

令和６年度の取組内容 取組による成果

取組に当たって直面した課題、工夫した点

学校における働き方改革と一体となった取組

○概要
沖縄県の働き方改革の推進計画において、『教職員が「働きやすさ」
「働きがい」「心身の健康」を十分に実感できる環境整備』を目標として
掲げ、「心身の健康」については、２つの視点（①心身の健康の確保
と安全・快適な職場環境の形成、②長時間勤務の改善）を示し、そ
れに基づく成果指標を設定した上で、毎年度、検証を行いながら、取
組の着実な推進を図る。
■「心身の健康」の成果指標について
・学校評価（教職員対象）において「心身の健康の確保と安全・快
適な職場環境の形成ができている。」との項目を設定し、令和 8 年
度（2026年度）末までに、当該項目への肯定的回答（当てはま
る・ある程度当てはまる）の割合を80％以上 とする。

○実施状況
「２つの視点」の成果指標について、
・「①心身の健康の確保と安全・快適な職場環境の形成」は令和６年
度内に集計・とりまとめ、概要版として公表予定。
・「②長時間勤務の改善」については、令和７年３月末までの実績を
含め令和７年度に集計・とりまとめる予定。
・令和７年度に、①・②の結果を分析した詳細版を公表予定。

○成果指標集計結果の概要（暫定値、令和７年１月27日集計）
■項目「心身の健康の確保と安全・快適な職場環境の形成ができている。」
に対する、肯定的回答（当てはまる・ある程度当てはまる）の割合

(1) 市町村立小学校（学校評価（教職員対象））
・85.1％（全回答人数5,063人）

(2) 市町村立中学校（学校評価（教職員対象））
・79.2％（全回答人数3,701人）

【参考】
(3) 高等学校（学校評価（教職員対象））
・80.1％（全回答人数2,351人）

(4) 特別支援学校（学校評価（教職員対象））
・84.1％（全回答人数1,542人）

※「令和６年度 沖縄県公立学校における働き方改革推進計画 成果指標
集計結果概要 （令和７年１月27日集計）」から抜粋

◎工夫した点
市町村立学校のメンタルヘルス対策や労働安全衛生管理の状況等の把握のため市町村教育委員会を訪問し助言や情報共有等を行っ
ているが、訪問にあたっては、働き方改革の担当者も同行し、メンタルヘルス対策の観点からも働き方改革が必要であること等を説明した。
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令和６年度の取組事項と成果 ーその他の取組についてー

令和６年度の取組内容 取組による成果

取組に当たって直面した課題、工夫した点

調査研究事業と関連した取組
■教職員担当の保健師、看護師を配置している市教育委員
会との意見交換

○概要
教育委員会事務局に、教職員のメンタルヘルス対策や労働安全衛
生管理を担当する保健師、看護師を配置している市教育委員会と、
意見交換を実施。
○実施状況
・11月に第１回、１月に第２回、３月に第３回を実施。
・内容
第１回：令和５年度調査研究事業の成果等の説明
第２回：各市の困りごと、独自の取組、復職支援の状況 等
第３回：総括安全衛生委員会、復職支援の取組の実施状況 等
〇参加市教育委員会：沖縄市、宜野湾市、浦添市、那覇市、豊見
城市、宮古島市

○教職員を担当する保健師、看護師は、１名のみの配置であり、学校や
教職員のメンタルヘルス対策等の進め方等に悩みがあることから、他市の
事例は大変参考になる、との反応があった。

○自らの市独自のものと思われる取組について、
・休職者との直接面談、復職後のフォロー、受診同行、長時間事後措置
の負担軽減、初任者への面談が挙がり、保健師、看護師としての専門
的知見を活かした取組がなされている。
・総括安全衛生委員会の開催、研修の実施、グループウェアを利用した個
別の連絡や全体への周知、オンライン相談など、意見交換参加市教育
委員会以外に県内の他市町村の参考となるような取組が行われている。

○令和７年度以降に那覇市から他の市に異動し復職する者について、調
査研究事業と関連する取組として実施している保健師等配置市教育委
員会との意見交換による繋がりを活かし、本人の同意を得た上で、当該
復職者の休職中の状況などを異動先の市の保健師に引継ぐこと等のやり
とりが容易になると考えられる。

◎工夫した点
市、町、村では人員や財政規模に差があり、実施可能な取組も異なると考えられることから、全ての市町村（沖縄県は41市町村）と意

見交換を始めるのではなく、専門的観点からメンタルヘルス対策の企画立案・実施が可能な、保健師などの専門職を配置している市教育
委員会をメンバーとしてスタートさせた。
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成果まとめ 各論

１ 一次予防、二次予防に関する取組
■ICTを活用した産業医、保健師等による相談体制の整備
◎成果：発達障害に関する相談に対し専門的観点からアドバイスを行い具体的な解決のアイディアを提供した。相談件数は依然として少ないものの、令
和５年度と比較すると件数が増加し11月以降は毎月相談があるなど、メンタルヘルスカードや保健だより等の紙媒体のほか、令和６年11月からの公式
LINEアカウントによる周知の効果が少しずつ現れている。

■ICT・専門的人材を活用したセルフケア研修・ラインケア研修の実施
◎成果：セルフケア研修について、令和6年度の平均視聴数は令和５年度より増加し研修後のアンケートも「非常によかった」、「よかった」と回答した割合
の平均は95.4％と好評であった。ラインケア研修についても、研修後のアンケートは「非常によかった」、「よかった」と回答した割合の平均は94.4％と評価が
高い。

■ストレスチェック結果の活用
◎成果：受検対象者の考え方や予算取りの工夫により、受検率は79.3％と、令和５年度64.0％、令和４年度25.4％と比較し上昇したほか、集団分
析により高ストレス者に特徴的なストレス要因を把握することができ、ストレスチェック結果を活用したメンタルヘルス対策の土台づくりを行うことができた。

２ 三次予防に関する取組
■ICT、専門的人材を活用した復職の支援
◎成果：令和６年度の支援対象者は19名で、令和５年度の３名から大きく増加した。

３ 調査、分析
■前年度の調査・分析結果や令和６年度のメンタルヘルス相談内容及びストレスチェック結果等を活用
◎成果：メンタルヘルスに関する意識変容等に関する調査では、調査研究事業において那覇市教育委員会でこれまで実施してきた、ICTや専門的人材
を活用した１次～３次予防の取組、労働安全衛生管理の活性化の取組等により、メンタルヘルスに関する意識・関心を高められる、ということが把握でき
た。

４ 校内衛生委員会等を核とした労働安全衛生管理の活性化及び教育委員会事務局の専門的人材の活用
■那覇市教育委員会事務局に担当保健師を１名配置
■各学校における、労働安全衛生管理体制整備・実情に応じた衛生委員会等の活動を支援
◎成果：各受託者の連携、県立学校の事例提供、直接学校を訪問することによる助言や情報提供を行うことにより、衛生委員会がそれぞれの学校の実
情に合わせて開催されるなどの改善がなされた。これらの取組を含め、メンタルヘルス対策や労働安全衛生管理全般に関し那覇市教育委員会配置の保
健師が企画立案等にも関わることで、専門的知見を活かした説得力のある学校の支援を展開することができた。

事業の成果まとめ

令和６年度の取組による成果まとめ①
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５ 学校における働き方改革と一体となった取組
■働き方改革の推進計画において、「働きやすさ」「働きがい」に加え「心身の健康」も十分に実感できる環境整備を計画の目標として設定
■「心身の健康」に２つの視点とその成果指標を設定し、毎年度検証を行う
◎成果：項目「心身の健康の確保と安全・快適な職場環境の形成ができている。」に対する肯定的回答の割合（令和７年１月27日時点の
暫定値） 市町村立小学校（学校評価（教職員対象））85.1％ 市町村立中学校（学校評価（教職員対象））79.2％

６ 調査研究事業と関連した取組
■教職員担当の保健師、看護師を配置している市教育委員会との意見交換
◎成果：学校や教職員のメンタルヘルス対策等に関し、参加市教育委員会の参考事例の蓄積のほか、県内の他市町村の参考となるような取
組が行われていることが把握できた。また、本意見交換による繋がりを活かした専門的な観点からの支援の継続など、調査研究事業の横展開を
見据えるうえで重要な示唆が得られた。

成果まとめ 総論

◎令和６年度は、取組全体で実績が向上しており、那覇市教育委員会のメンタルヘルス対策や労働安全衛生管理に関する取組が着実に前進
している。
◎調査研究事業においてこれまで実施してきた、ICTや専門的人材を活用した１次～３次予防、労働安全衛生管理の活性化といった基本的な
取組も、メンタルヘルスに関する意識・関心を高める効果がある、ということが把握できた。
◎市町村立学校においては、教職員が市町村をまたいで異動した場合に異動前の学校等と関係がとぎれることが多いが、保健師・看護師配置市
教育委員会との意見交換をきっかけに生まれた繋がりは、復職支援の引継ぎなど専門的な支援の継続、市町村間の連携につながるものであり、
県内市町村はもとより県外の市町村の参考にもなると考える。
◎１次～３次予防や労働安全衛生管理の活性化といった基本的な取組も実効性がある、ICTや専門的人材を活用すればなお効果的である、
等の調査研究事業の成果を、保健師・看護師配置市教育委員会との意見交換を段階的に拡充することで横展開を図り、持続可能なかたちで
全県的にメンタルヘルス対策を進めていく、といった令和７年度以降を見据えた方向性が確認できた。

事業の成果まとめ

令和６年度の取組による成果まとめ②
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事業の成果まとめ

事業を通じて認識した更なる課題とその対応

▲更なる課題
①メンタルヘルス対策の理解を深めるため、周知や理解啓発に取り組む必要がある。
②市町村立学校（市町村教育委員会）の労働安全衛生管理体制やメンタルヘルス対策に力を入れる必要があるが、養護教諭等、現場の負
担が少ない方法で進めていく必要がある。

○更なる課題への対応
①次年度の調査研究事業において、周知や理解啓発の更なる充実を図る。
②市町村立学校（市町村教育委員会）の労働安全衛生管理体制やメンタルヘルス対策については、調査研究事業の成果を共有することによ
り更なる充実を図る。成果の共有については、県と市町村、市町村間の連携が必要であるが、保健師・看護師配置市教育委員会と県教育委
員会との意見交換の段階的拡充や研修会開催など、県が共有の場を設定するなど支援を行うこにより、現場の負担が少なくなるよう配慮しつつ、
持続可能なかたちで、全県的にメンタルヘルス対策を進めていく。
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以下、参考資料



沖
縄
県

教
育
委
員
会

国
（文部科学省）

那
覇
市
教
育
委
員
会

（
那
覇
市
立
学
校
教
員

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
協
議
会
）

アンケート調査

委託

※着色部分は国費（委託）により実施

再委託

県立学校
（高校・特支）

市町村立
小中学校

関
係
者
会
議

（
沖
縄
県
公
立
学
校
教
職
員
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
検
討
会
議
）

関係者会議 構成員
（沖縄県公立学校教職員
メンタルヘルス対策検討
会議 委員）

○沖縄県教育委員会
・働き方改革、メンタルヘルス
担当課長
・人事担当課長
・県立学校長
○医療・心理の専門的な知識を
有する者
・産業医
・県内大学 研究者
・公認心理師
○市町村教育委員会（再委託先）
・人事、メンタルヘルス担当部署
・小中学校長

再
々
委
託
先

再々委託

研修（ラインケア等支援）

相談（窓口機能拡充、
管理職支援）

調査結果・既存データの分析

○復職支援
・リワークプログラム（ICT活用）
・専門職による面談、支援

≪ICTを活用≫
≪専門職が対応≫
○相談対応
○教員に対する研修
○管理職に対する研修

アンケート調査等の実施・分析

設置

情報共有

参加、
情報共有

内容検討
検証

モデル事業

１ 令和６年度 公立学校教員のメンタルヘルス対策に関する調査研究事業 実施体制図（沖縄県、那覇市）
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２ 学校への配布資料（「校内衛生委員会等を核とした労働安全衛生管理の活性化及び教育委員会事務局の専門的人材の活用」関係）
(1) 産業医、衛生委員会に関する資料
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２ 学校への配布資料（「校内衛生委員会等を核とした労働安全衛生管理の活性化及び教育委員会事務局の専門的人材の活用」関係）
(2) 労働安全衛生管理、メンタルヘルスに関する資料
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